
えること 情報共有の仕組みづくりを進め、市民や市民活動団体の参加・

が課題となっている。 参画を促し、協議・協働のまちづくりを推進していく。

また、地域におけるまちづくりの成功体験を、共有し、広げて 更に、取り組みを進めていくため、新たな人材の発掘や育成を

いく仕組みの構築についても課題となっている。 促進する。

自治基本条例に基づく、自治基本条例推進委員会を8回開催し、委員会の企画・運営による

フォーラムの開催のほか、取り組みとしては3件実施することができた。フォーラムの開催

Ｂ
に向け、会議では活発な協議がされており、会議の運営も含め、継続的な取り組みが必要と

なっている。

今後、自治基本条例の活用が、これまで以上に重要となると考え、自治基本条例推進委員会

の意見を中心に、市民や行政職員への理念や活用方法・ルールの浸透を図っていく。新たな

→ 取り組みを含め、継続的かつ効果的な事業実施が必要であり、事業及び予算については維持

しながら、工夫して取り組んでいきたい。

地域力の向上に向け、自治基本条例に基づいたまちづくりが一層進むよう、行政内部の意識改革とともに、市民が力を発揮できる取り組み

や人材の発掘・育成などに積極的に取り組んでいく必要があるため、自治基本条例推進委員会の意見を活用しながら、継続性をもって進め

ていく必要がある。
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08 着実な総合振興計画の実行に向けて 市民生活部・協働推進課

01 市民とともにつくる地域経営 総務部・経営企画課

81 地域力の向上

　市民が市政に参加することにより、市民一人ひとりが培ってきた経験や能力を地域課題の解決に活かす活動を通じて、「

地域のつながり」や地域の問題を市民自らが解決していく「地域力」を高め、魅力と活気にあふれたまちを目指します。

協働推進事業

自治基本条例推進委員会に 戸田市自治基本条例推進委員会におけ
件 5 0 2 1 3

おける取り組み件数 る検討を経て、実現した取り組み数

平成２６年７月１日に施行された戸田市自治基本条例に基づい 自治基本条例の啓発事業を、自治基本条例推進委員会を中心に

たまちづくりを進めていくために、条例の理念の浸透や活用方 検討していき、取り組みを実現・成功させることで、成功体験

法の普及と共に、地域のつながりを広げ、地域の力を高めてい を積み上げ、共有できる取り組みを検討していく。

くことが重要となっている。そのため、個人や市民活動団体等 また、地域における課題解決に向け、市政や地域活動に関する

の活動が活性化し、地域において活躍できる環境を整
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